
南部アフリカにおける持続可能なブルー・エコノミー推進に向けた課題と展望 
 
１．序論 

海洋および海洋を基盤とする経済活動は、持続可能な開発や貧困撲滅の推進に向け重要

な役割を果たす 1。海洋を基盤とする経済活動（海洋経済）は広範に及び、漁業や養殖業、

海運、観光、再生可能なエネルギー、鉱物資源・化石燃料、ブルーカーボン（マングロー

ブ、藻場、干潟等）、海洋生物多様性などを包含する。海洋や沿岸の環境持続可能性を損

なうことなく維持しながら経済成長や社会的融合や人々の暮らしを発展させていくことは、

「ブルー・エコノミー」と称され、政府や国際機関、研究機関や NGO が海洋や海洋資源

の保全と持続可能な利用を推進する施策として取組が進められてきている 2, 3。2018 年に

ケニアで開催された「持続可能なブルー・エコノミー会議」では、海運、観光、エネルギ

ー・鉱物資源、漁業・養殖業、気候変動、廃棄物処理、海洋安全保障などについての取組

の強化とそのための地域協力や国際連携の推進が議論された 4。2022 年 6 月に開催された

第 2 回国連海洋会議に先立ってポルトガル政府ケニア政府が共催した「持続可能なブル

ー・エコノミー投資フォーラム」においても、海洋保全や汚染防止、漁業や養殖業、海運

における脱炭素や海洋を基盤とした再生可能なエネルギー、観光、違法・無規制・無報告

（IUU）漁業の撲滅や海洋安全保障など、幅広い海洋に関連する分野での投資促進に向け

た法制度整備や能力構築が議論された 5。セーシェルなどは、海洋保全の方針を打ち出し、

2015 年に海洋保全を条件とした債務交換や 2020 年に世界銀行が債務保証、地球環境ファ

シリティが低利融資を行うことで、ブルーボンドを発行するなど、先進的な取組が実践さ

れてきた 6。 
アフリカのこうしたブルー・エコノミー推進に向けた動きは、各国における取組と並行

してアフリカ連合やアフリカ開発銀行等の政策協調や資金協力の動きが経済成長を目指す

総体的な動きと連動してアフリカ諸国国内およびアフリカ地域でのブルー・エコノミーを

推進する機運を高めている 7, 8。一方で、54 のアフリカ諸国のうち、38 ヵ国が海洋に接し

ており、共通の部分がある一方で、地勢的および社会経済的諸条件は異なる。アフリカで

は、アフリカ全土を網羅する地域機関の他に５つの小地域機関が存在し、政策協調や連携

を進めている。本稿では、ブルー・エコノミーの動きについて、ブルー・エコノミーを推

進めぐるアフリカの現状や課題、アフリカ連合やアフリカ開発銀行の取組などを踏まえた

上で、2023 年 6-7 月に南アフリカ、ナミビア、モザンビークの 3 か国を著者が訪問し、聞

き取りや現地調査を行ったことから、南部アフリカ、とりわけ、南アフリカをはじめとす

る 3 か国に焦点を当て、得られた情報を考察し、ブルー・エコノミー推進する上での課題

や展望を提示する。 
 
２．ブルー・エコノミーを巡るアフリカの現状と課題 

２－１ アフリカの人口動態とその意味合い 



世界の人口は 2011 年 10 月に 70 億人を超えて以降も増加し続けており、2022 年 11 月

には 80億を超えたと推定されている。アジアが人口の大半を占める一方で、アフリカ諸国

での人口はより高い増加率で拡大しており、人口増加の過半数はアフリカ地域で占めてい

る（表１）9。特に注視すべきは、サブサハラアフリカが2022-2030の期間の人口増加率が

21.6％と最も高い割合で見込まれており、北アフリカ・西アジアが 12.4%で続いている。

2022-2050 年の期間の増加率で見ても、サブサハラアフリカが 81.8%、北アフリカ・西ア

ジアが 40.4%と高い増加率で人口が増大するものと見込まれている。こうした人口増加は

必然的に土地、食料、エネルギー、水などの生活に必要な資源を必要とすることになる。

陸上耕作で賄いきれないタンパク源は、水産資源に依拠せざるを得なくなると考えらえる。

また、耕作地が限られてしまい、気候変動による干ばつ等で農業生産が停滞・減少するこ

とになれば、水産業の拡大よる食料確保動きに拍車がかかることが予想され、水産資源の

保全と持続可能な利用の取組が益々重要となることが想定できる。 
 

表 1 世界および地域別人口と将来推移予測 

地域 2022 2030 2050
2022-2030
変化率(%)

2022-2050
変化率(%)

世界全体 7942 8512 9687 7.2 22
サブサハラアフリカ 1152 1401 2094 21.6 81.8
北アフリカ・西アジア                                              549 617 771 12.4 40.4
中央・南アジア                                                    2075 2248 2575 8.3 24.1
東・東南アジア                                                2342 2372 2317 1.3 -1.1
ラテンアメリカ・カリブ                                  658 695 749 5.6 13.8
オーストラリア・ニュージーランド                                                                 31 34 38 9.7 22.6
オセアニア*                                                                                            14 15 20 7.1 42.9
欧州・北米                                   1120 1129 1125 0.8 0.4
*オーストラリア・ニュージーランドを除く
国連経済社会局(2022)より著者作成  

 

２－２ 海洋資源の保全と利用 

アフリカ諸国の多くは一部の内陸国を除き、長い海岸線を有する国がある一方で、島嶼

地域を広域に有している国は少ない。このため、多数の離島により構成される太平洋島嶼

国のように広域な領海や排他的経済水域（EEZ）、いわゆる国家管轄権内の海域は比較的

限定されている。一方、海洋保護区の設定状況は、記述の通り、セーシェルが32.82%の海

洋保護区を設定しているのが割合としては一番大きい。割合としては、ガボン（28.83%）、

スーダン（15.96%）、南アフリカ（15.50%）となっている（表１）10。国家管轄権内の海

域の面積の上位 10ヵ国の海洋保護区の割合を見てみると、セーシェル、南アフリカに続く

のはモンザンビークとなるが、その割合は 2.15％と極端に低くなる（図１）。モーリシャ



スは 50km2 の海洋保護区を有するが、割合は 0%となり、同様にカーボベルデも 5km2 の

海洋保護区を有するが割合は 0%となる。ソマリアについては海洋保護区が設定されてい

るとの報告はない。広域な国家管轄権内海域を有するアフリカ諸国においては、一部の国

を除いては、海洋保護区の設定は実現できていないことがわかる。また、海洋保護区を設

定しているだけではなく、保護区管理の実効性評価がなされているかも重要な指標で、セ

ーシェルは 18%、南アフリカは 25%と管理の実効性評価がなされている割合が限られてい

る点も注視する必要がある。 
アフリカ全体の漁獲量は 1990 年では 323 万トンであったものが、2021 年には 707 万ト

ンと倍増している。2021年の漁獲量はモロッコが 142万トンと最も多く、次いで、モリタ

ニアの 85 万トン、アンゴラの 50 万トン、南アフリカの 49 万トンが続いている。モロッ

コは堅調に漁獲量を増加させてきている。モリタニアやアンゴラはは、2019-2020 年にか

けて漁獲量を落としている時期があるが、モロッコ同様に漁獲量を継続して増大させてい

る。2021 年に漁獲量がアフリカ 4 番目である南アフリカは、2004 年をピークにそれ以降

は漁獲量を減少させており、2004 年比で 2021 年の漁獲量は 46%減となっている。 
 



表 2 アフリカ諸国の領海・排他的経済水域と海洋保護区 

国名
領海・排他的経済数域
の面積(km2)

海洋保護区の
面積(km2)

海洋保護区の割合
(%)

セーシェル 1,340,839 439,997 32.82
ガボン 193,292 55,721 28.83
スーダン 66,786 10,662 15.96
南アフリカ 1,542,560 239,050 15.5
カメルーン 14,704 1,602 10.89
ギニア・ビサオ 106,507 9,574 8.99
エジプト 236,612 11,716 4.95
モリタニア 156,198 6,488 4.15
タンザニア 243,130 7,408 3.05
コンゴ 39,864 1,200 3.01
モンザンビーク 574,410 12,326 2.15
セネガル 158,426 2,933 1.85
ナミビア 562,728 9,646 1.71
シエラレオネ 160,453 2,611 1.63
チュニジア 100,661 1,042 1.04
マダガスカル 1,205,825 11,018 0.91
ケニア 112,400 822 0.73
モロッコ 276,136 1,866 0.68
リビア 357,895 2,268 0.63
ガンビア 22,746 137 0.6
ギニア 110,136 583 0.53
コモロ 165,505 620 0.378
コンゴ民主共和国 13,265 31 0.24
赤道ギニア 310,365 730 0.24
トーゴ 15,521 31 0.2
ジブチ 7,031 12 0.17
ガーナ 226,759 219 0.1
リベリア 247,768 256 0.1
アルジェリア 128,993 88 0.07
コートジボアール 174,842 127 0.07
サオトメ・プリンシペ 131,709 35 0.03
ニジェール 182,868 31 0.02
アンゴラ 493,753 67 0.01
ベナン 30,426 0 0
カーボベルデ 801,065 0 0
エリトリア 78,827 0 0
モーリシャス 1,280,068 0 0
ソマリア 784,502 0 0
Protected Planetより著者作成  
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図 1 国家管轄権海域面積アフリカ上位 10 か国と海洋保護区の面積と割合 
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図 2 アフリカ漁獲量上位 4 か国の漁獲量の推移 (1990-2021） 
 



 
２－3 アフリカの海運 

 アフリカ諸国は資源やその他の一次産品や工業製品等の輸出入でなどを支える海運およ

び港湾業務は重要な産業となっている。アフリカに所在する港湾をコンテナ取扱量（TEU）

で順位付けすると、モロッコ、南アフリカ、アフリカ西部ギニア湾沿岸国に複数点在して

いることがわかる（図 3）11, 12。港湾整備においては、小地域の拠点港となるべく、民間

投資が進められている港湾があり、たとえば、西アフリカのギニア湾沖にあるトーゴのロ

メ港では、民会会社が 3 億 8 千万ドルの投資を開始し、貨物の取扱量は 2013 年の 30 万

TEU から 2019 年には 150 万 TEU に増加するなど、民間投資による港湾整備が急速に取

り扱い貨物量を拡大させ、地域の拠点港としての地位を確実にする動きが見られる。TEU
が貨物の取扱量であるのに対し、寄港毎の平均寄港時間に基づくコンテナ港湾生産性指数 

(CPPI, Container Port Productivity Index）では、TEU の順位表で示されものとは異なる

港湾が上位に列記される。ジブチやソマリランドの港湾の他、ソマリア、モザンビーク、

シラレオーネ、マダガスカルなど、TEU とは異なりより広範な港湾名が登場している（表

3）13。港湾の比較には複数の指標が利用されており、その意味を考慮した上で比較検討が

必要となるが、アフリカでの港湾整備進行する中で、物流拠点としての競争力や費用対効

果などを検討する必要がある。 
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世界銀行 Container Port Performance Index(2022)およびACS Africa 
Container Shipping(2023)より著者作成  

図 3 アフリカコンテナ取扱量(TEU)上位 10 港湾 
 



表 3 アフリカのコンテナ港湾生産性指数(CPPI)上位港 

港 英字標記 所在国
1. ジプチ Dijbouti port ジブチ
2. ベルベラ Berbera ソマリランド
3. コナクリ Conakry ギニア
4. ダカール Dakar セネガル
5. マタディ Matadi コンゴ民主共和国
6. テマ Tema ガーナ
7. モガディシオ Mogadiscio ソマリア
8. ベイラ Beira モザンビーク
9. フリータウン Freetown シラレオーネ
10. トアマシナ Toamasina マダガスカル

Business Insider Africa (2023)より著者作成  

 

２－４ アフリカ地域・小地域連携の制度的枠組み 

 アフリカにおいては、アフリカ全体の地域的な政策調整や合意形成を進める地域機関と

してはアフリカ連合（African Union）が重要な役割を果たす。1963 年に設立されたアフ

リカ統一機構（OAU, Organisation of African Unity）が前身で、2002 年に南アフリカの

ダーバンでの会合で、現在のアフリカ連合が立ち上げられた。55 ヵ国のメンバー国により

構成され、メンバー国は中央アフリカ、東アフリカ、北アフリカ、南アフリカ、西アフリ

カの 5 つの小地域に分類されている 14。 
 アフリカにおける政策調整をアフリカ連合が進めるのに対し、アフリカの持続可能な開

発促進に向けた資金協力を行う機関としては、アフリカ開発銀行が重要な役割を果たす。

1964 年に設立され、食料生産、エネルギー、産業育成、アフリカの連結性の向上、アフリ

カの人々の生計改善を目的に事業を展開している 15。この他にも、アフリカ連合のプログ

ラムとして 2001 年立ち上げられた「アフリカ開発のための新パートナーシップ（New 
Partnership for Africa’s Development, NEPAD）」については、その実施を推進する事務

局が、2018 年にアフリカ連合開発庁（African Union Development Agency – NEPAD, 
AUDA-NEPAD）に改組され、アフリカ諸国の持続可能な開発推進に向けた能力構築等を

支援している 16。他にも国連アフリカ経済委員会（UN Economic Commission for Africa, 
ECA）など様々な機関がアフリカにおける持続可能な開発の推進という大きな政策目標の

実現に向け、それぞれの優先分野での取組を展開しつつ、相互補完的な組織間連携を進め

ている。 
アフリカでの国家間連携の中で重要となるのが、小地域機関の活動である。アフリカ連合

が 55ヵ国のメンバー国を 5 つの小地域に分類しているが、それに呼応する形で 5 つの小地

域機関が小地域の国々での連携を推進している。具体的には、北アフリカでは、アラブ・

マグレブ連合（Arab Maghreb Union, (AMU)、東アフリカでは、政府間開発機構（Inter-



Governmental Authority on Development, IGAD)、西アフリカでは、西アフリカ諸国経

済共同体（Economic Community of West African States, ECOWAS）、中部アフリカでは、

中部アフリカ諸国経済共同体（Economic Community Central African States, CEEAC)、
東アフリカでは、東アフリカ共同体（East African Community, EAC)、南部アフリカ開発

共同体（Southern African Development Community, SADC)が活動を進めている（図４）。

いくつかの国は複数の小地域機関に所属している点にも留意する必要がある。  
 

西アフリカ諸国経済
共同体
(ECOWAS)
①ベナン
②ブルキナ・ファソ
③カーボベルデ
④コートジボワール
⑤ガンビア
⑥ガーナ
⑦ギニア
⑧ギニア・ビサウ
⑨リベリア
⑩マリ
⑪ニジェール
⑫ナイジェリア
⑬セネガル
⑭シエラレオネ
⑮トーゴ

南部アフリカ開発共同体 (SADC)
①アンゴラ
②ボツワナ
③コモロ
④コンゴ
⑤エスワティニ
⑥レソト
⑦マダガスカル
⑧マラウイ

政府間開発機構
(IGAD)
①ジブチ
②エリトリア
③エチオピア
④ケニア
⑤ソマリア
⑥南スーダン
⑦スーダン
⑧ウガンダ

アラブ・マグレブ連合
(AMU)
①アルジェリア
②チュニジア
③モーリタニア
④モロッコ
⑤リビア

東アフリカ共同体
(EAC)
①コンゴ
②ブルンジ
③ケニア
④ルワンダ
⑤ソマリア
⑥南スーダン
⑦ウガンダ
⑧タンザニア

中部アフリカ諸国経済
共同体(CEEAC)
①アンゴラ
②ブルンジ
③カメルーン
④中央アフリカ共和国
⑤チャド
⑥コンゴ
⑦赤道ギニア
⑧ガボン
⑨コンゴ民主共和国
⑩ルワンダ
⑪サントメ・プリンシペ

注）アフリカ54か国はアフ
リカ連合のメンバー国。ア
フリカ開発銀行に関しては、
サハラ・アラブ民主共和国
を除いて、その他アフリカ
諸国全てメンバー国。

⑨モーリシャス
⑩モザンビーク
⑪ナミビア
⑫セーシェル
⑬南アフリカ
⑭タンザニア
⑮ザンビア
⑯ジンバブエ

下記の国は複数の機
関に所属する
①アンゴラ
②コンゴ
②ブルンジ
③ケニア
④ルワンダ
⑤ソマリア
⑥南スーダン
⑦ウガンダ
⑧タンザニア

各機関のホームページ情報より著者作成  

図 4 アフリカ小地域機関とそのメンバー国 
 
３．南部アフリカにおけるブルー・エコノミー 

 アフリカ沿岸国のうち、南部アフリカでは南アフリカは経済規模が大きく、海運での拠

点となっている一方、その隣国であるモンザンビークやナミビアもインド洋における海洋

安全保障や漁業資源管理、また、再生可能なエネルギーの推進といった面で重要な役割を

果たしている。2023 年 4-5 月に岸田総理がアフリカ 4 か国を歴訪した際には、モザンビー

クは港湾拠点として重要で、自由で開かれたインド太平洋における連結性の強化や同国お



よび周辺地域の成長を牽引する役割が期待されていると所感が表明されている 17。ナミビ

アは、アフリカ南部の大西洋側に位置し、南方から北上するベンゲラ海流の影響で海水温

は低いものの南下するアンゴラ海流と合流する海域は好漁場と考えられている一方、大陸

段では地下資源の開発の動きも見られ、海洋資源の保全と持続か乃な利用という意味で重

視されている。2018 年にノルウェー政府のイニシアチブで立ち上げられた「持続可能な海

洋経済構築のためのハイレベルパネル」では、ケニア、ガーナとならんでメンバー国とな

って活動しており、近年は太陽光や風力などを利用し水素やアンモニアを生成し、グリー

ンエネルギーとして代替燃料の供給拠点としてインフラ整備を進めるといった動きが見ら

れる。以下の部分で、南アフリカ、モザンビーク、ナミビアの 3 か国のブルー・エコノミ

ー推進に向けた動きと課題について、国内経済の現状や海洋経済推進に向けた政策動向を

踏まえた上で、漁業・養殖業、海洋保全、観光、海運、海洋再生可能なエネルギー、海洋

分野の研究や人材育成等に焦点を当て考察する。なお、上記 3 か国ついては、2023 年 6-7
月に現地を訪問して、ワークショップの開催や現地関係者の懇談行っている。一方、時間

的制約からアンゴラを訪問することができなかったが、地域における海洋や水産資源の管

理において考察対象と含めることが有用と考えられることから、統計等の分析においては

上記 3 か国に加え比較のためにアンゴラも含めた図表としている。 
 
３－１ 南部アフリカ諸国の経済の現状と海洋経済推進に向けた政策動向 

 南部アフリカにおける経済規模は南アフリカが最も大きく、2022 年は 4,053 億米ドル、

次いでアンゴラ（1,068 億米ドル）、モンザンビーク（184 億米ドル）、ナミビア（129 億ド

ル）と続いている。一人当たりの GDP は、南アフリカが 15,900 米ドルと最も高く、次い

で、ナミビア（11,500米ドル）、アンゴラ（7,000千ドル）、モザンビーク（1,500米ドル）

となっている。国別 GDP の規模では、南アフリカが他国を大きく上回り、ナミビアは南

アフリカの 30 分の１程度となっている。その一方で、一人当たりの GDP では、ナミビア

は南アフリカよりも 3 割小さい程度となっている。一方、モンザンビークの一人当たりの

GDP は南アフリカの 10 分の１以下で、国内全体での経済規模や一人当たりの国民所得は

4 か国の中で最も小さいことがわかる (図 5)。国連での分類では、モザンビークとアンゴラ

は後発開発国（Least Developed country, LDC）に分類されている 18。留意すべき点は、

過去 10年間の経済成長率で、2012-2022の間の経済成長率は、モンザンビークが 10.3%と

最も高く、それ以外の 3 か国はマイナス成長で、ナミビア (-1%)、南アフリカ (-6.7%)、ア

ンゴラ (-16.6%)と堅調な経済成長が実現できていない。ただし、直近 2019-2022 年の 3 年

間の経済成長率は、アンゴラが 120%、次いで、モザンビーク (29%)、ナミビア (22%)、南

アフリカ (20%)となっており、コロナ禍からの経済再生の兆しを読み取ることができる。

就業率や若年層の失業率など、様々な経済指標の動きを読み取ることが必要であるが、南

部アフリカ諸国は、経済規模や一人当たりの GDP 等をとってみても、相違があり、地域

的な資源管理や経済交流を考える上でも、経済的な水準を踏まえた上で、地域経済の振興



や地域の人々の生計改善に資する資源保全や管理を模索していく必要がある。 
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図 5 南部アフリカ 4 か国の GDP、経済成長率、一人当たりの GDP 
 
 南アフリカは海洋交通の要所として発展してきた歴史があり、海洋経済、ブルー・エコ
ノミーを重要な政策の基軸として早期に打ち出している。南アフリカ政府は「ファキサ事
業海洋経済 (Operation Phakisa Oceans Economy)」と題する政策文書を 2014 年に策定、
閣議決定を行い、海洋経済の可能性を迅速に模索していく施策を掲げている 19。主な事業
内容としては、海事、沿岸石油・ガス採掘、養殖、海洋保全と管理、小規模港湾整備、沿
岸・海洋観光を掲げている。 
 ナミビアは漁業・海洋資源省が中心となり、「ナミビア ブルー・エコノミー政策 2022-
2031 年」を 2022 年 5 月に策定している。漁業、観光、海運などは南アフリカと類似の分
野を取り組む課題として掲げている点では共通しているが、海底鉱物資源採掘、海洋を基
盤とする再生可能なエネルギー、海水の淡水化を含めた淡水の確保、生物資源探査、ブル
ーカーボンを含む炭素取引などを掲げているなどの特徴がある 20。基本原則として、持続
可能な生産、環境保護、気候レジリエンス（対応力）、社会的衡平と包摂、総合的管理、
適切な投資環境、人材育成、地域・国際連携を掲げ、各省の参加を得て政策調整を行う国
内ブルー・エコノミー調整委員会を設けるなどの制度的枠組みを規定している。 
 モンザンビークのブルー・エコノミー推進に向けた政策としては、モザンビーク政府が
2019 年に「ブルー・エコノミー開発基金」通称、「プロ・アズール (ProAzul)」を設立し、



公的機関や民間企業、市民社会組織などと連携して持続可能な内水、海洋、沿岸の利用を
進めている 21。持続可能な漁業や漁村振興、海洋生物保全などの活動を行っている。特徴
としては、世界銀行や国連農業開発基金 (IFAD)、国際自然保護協会 (IUCN)、ドイツ国際
協力公社 (GIZ)、国際協力機構 (JICA)などが支援しており、他にも、野生生物保全協会
（WCS）や世界自然保護基金（WWF）などの NGO 等が技術的な支援を行っている。 
 アンゴラでは、欧州連合や国連貿易開発会議（UNCTAD）等が原油生産と輸出が外貨
獲得の主要手段となっている国内経済を持続可能な漁業などの推進を通じて、多様化、貧
困層の所得水準の向上の実現に向けた政策対話や研修等を実施している 22。また、アンゴ
ラ政府は欧州委員会と協力枠組みの中で、ブルー・エコノミー、海洋安全保障を重要課題
してプロジェクトを推進している他、ブルー・エコノミー投資や持続可能な漁業の実現に
向けた協力を進めることを確認している 23。 
 南アフリカではブルー・エコノミーを主要政策として位置付ける政策文書が策定されて
いる一方で、ナミビアはそうした政策文書で掲げる政策目標の実現に向けた政府内の省庁
間連携の制度を明確にしているという特徴が見られる。モザンビークでは、漁業や漁村振
興、海洋生物多様性に関連するプロジェクトへの資金供与と技術協力を進める制度的枠組
みを構築している点が注目できる。アンゴラでは、化石燃料中心の経済からのブルー・エ
コノミーを含めた経済活動の多様化を進めるべく欧州連合との連携を進めているというこ
とで、政策や制度構築、資金供与体制など様々な側面で作業が着手されたばかりという状
況にある。それぞれの国の取組がどのように展開し、そうした取組がどのような生物理学
的また社会経済的な成果を示すことになるのかを今後注視していく必要がある。 
 
３－２ 南部アフリカ諸国の水産業 

 南部アフリカ 4 か国の海面漁業は、南アフリカが 2002 年に 793,000 トンの海面漁獲量

を記録しているのが最大で、次いで、ナミビアが 1993 年に 789,000 トンを記録している

のが際立った漁獲量となっている（図 6）。4 か国の漁獲量の総数では 2016 年が 180 万ト

ン、2004 年が 177 万トン、直近の 2017-2021 年の 5 年間では、-5.2%減少と 4 か国の漁獲

量の総計は横ばいもしくは微減となっている。2021 年の漁獲量では、アンゴラが 505,000
トンと最も高く、次いで、南アフリカの 490,000 トン、ナミビアの 408,000 トン、モザン

ビークの 274,000 トンの順となっている。2017-2021 年の 5 年間の漁獲量の推移では、モ

ンザンビークが17.6%増となっている以外は、漁獲量を落としており、アンゴラが-0.6%、

南アフリカが-7.3%、ナミビアが-18.2%の減少となっている。 
 一方、海面養殖業では、南アフリカが 9,000 トンと突出しており、ナミビアは 300 万ト

ン、モザンビーク、およびアンゴラでの養殖の実績はない。 
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図 6 南部アフリカ 4 か国の漁獲量の推移(1990-2021 年) 
 
 海面漁業および海面養殖業の生産の総量と水産物の輸出入の総量を比較してみると、精

算総量ではナミビア（504,000 トン）が最も大きく、次いで、南アフリカ（499,000 トン）、

ナミビア（408,000 トン）、モザンビーク（274,000 トン）と続いている（図 7）。水産物輸

出入について、輸出量から輸入量を除した指数でみると、ナミビアが 319,000 トンと輸出

超過となっており、次いでアンゴラの 8,000 トンとなっている一方、モザンビークは

50,000 トンの輸入超過、南アフリカは 29,000 トンの輸入超過となっている。水産資源に

恵まれながらも、モザンビークや南アフリカは水産物を輸入しなければならないという現

現状についてもその背景や社会経済的意味あいについても検討する必要がある。 
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図 7 南部アフリカ海面漁獲量と水産物輸出入量 (2021 年) 
 
３－３ 南部アフリカの海洋保全 

 南部アフリカ 4 か国の海域面積と海洋保護区の設定の割合を表 4 で示している。南アフ

リカの 15.5％が突出しており、次いで、モザンビーク（2.15%）、ナミビア（1.71%）、ア

ンゴラ（0.01%）となっている。注目すべき点としては、実効性評価がなされている割合

は、南アフリカの場合、0.25％と極端に少なく、モザンビークやナミビアにおいても、実

効性評価がなされている割合は低位に留まっている。 
 
表 4 南部アフリカ 4 か国の海洋保護区と実効性評価実施の割合 

領海・排他的経済
数域の面積(km2)

海洋保護区の
面積(km2)

海洋保護区
の割合 (%)

保護区域管理実効性
評価が実施されてい
る海洋保護区の割合

評価された保護区
の面積（km2)

南アフリカ 1,542,560 239,050 15.5 0.25 3,912
モザンビーク 574,410 12,326 2.15 1.67 9,598
ナミビア 562,728 9,646 1.71 0.04 244
アンゴラ 493,753 67 0.01 0.01 59
Protected Planet (2024)より著者作成  
 
 南アフリカのケープタウンから 12km の沖合いに所在する 5km2 の離島であるロベン島
の周辺はコンブ、アワビやロブスター、ペンギン、海鳥などが生息する重要な海洋生態系
であるとして南アフリカ政府が 2019 年に海洋保護区を設定している 。ロベン島の周辺の



海洋地域は 4 種類に分類され、具体的には（1） 制限区域（RIRZ、禁漁区）、(2) 沖合管理
区域（RIOCZ、許可制の一本釣り、小型遠洋魚、ハマチ、スズキ）、(3) 中部管理区域
（RIMCZ、許可制一本釣り、ハマチ、スズキ）、(4) 沿岸管理区域（RIICZ、日中のみの許
可制漁業、アワビ、一本釣りによるハマチ、スズキ、タイ）が設定されている。 
このうち、アワビ漁は(4)の沿岸管理区域で許可された漁業者が日中にのみに行うことが可
能となっているが、こうした条件を満たさない者がアワビの漁獲を行う例があり、密漁と
して違法行為と位置付けられている。ロバン島海洋保護区では、乱獲や違法漁業・密漁な
どによる海洋生物や海洋生物多様性の減少が懸念されている 。アワビは魚価単価が高く、
低所得世帯が夫婦で働いて得られる月収を数時間の潜水アワビ漁で得られてしまうという
実態がある。違法漁業の背景には、保護区の監視体制の強化だけではなく、貧困や代替収
入の確保、就学や持続可能な水産業を実施する事業体の支援など、海洋資源の保全と持続
可能な利用を実現するための社会的能力強化が必要となる。 
   

South Africa National Parks (2023)  
図 8 南アフリカ ロベン島海洋保護区 
 
３－４ 南部アフリカの観光 

 南部アフリカ 4か国の観光については、南アフリカが 2019年時で 1,400万人と群を抜い

ており、次いでモザンビークの 200 万人、ナミビアの 170 万人、アンゴラの 22 万人とな



っている。観光客の伸び率でみると、2014-2019 年の変化率はモンザンビークが 16.1%と

最も高く、次いで、ナミビア（15.5%）、南アフリカ（1.8%）となり、アンゴラは-63.4%
と大きく減少している。コロナ禍では各国とも観光客の来訪は著しく減少し、その後、復

調しているが、コロナ禍前の水準との比較でどの程度回復しているのかを吟味する必要が

ある。南アフリカの場合、コロナ禍以降、来訪観光客の数は復調してきているが、2023 年

夏の時点では 2019 年の同時期と比べると 19%少なく、コロナ禍以前の水準には戻ってい

ない 24。課題として提起されているのは、2021 年では、南アフリカ人の海外渡航に伴う支

出が海外来訪者による南アフリカ国内支出を上回り、観光収支は赤字となっているとの指

摘があり、観光収支の動向も見極めていく必要がある。一方、どの程度の観光客が海洋観

光に関わっているかまでの統計は得られていない。観光には、航空、クルーズ、宿泊、飲

食、海洋レジャーなど様々な分野でのインフラが必要となっている。ナミビアでは、2022
年は前年比で 98.1%増加となっているが、2019 年の 27.4%に留まっており、コロナ禍以前

の水準にはもどっていない。また、野生生物や生態系、景観などの国際的な評価は海外観

光客の招致の重要な要因となっており、南アフリカでは、10 ある UNESCO 世界遺産のう

ち、ケープ植物区保護地域群が沿岸にある自然遺産に指定されており、ナミビアではナミ

ブ砂海が自然遺産に指定されているが、モザンビークやアンゴラでは自然遺産の指定はな

い。沿岸・海洋自然資源保全やその評価を行い、国際的な認知を促していくことは観光客

招致の重要な要因となると考えられる。 
 
３－４ 南部アフリカにおける再生可能なエネルギー 

 南部アフリカでの再生可能なエネルギーの推進は重要な政策課題として位置付けられて

おり、南部アフリカ開発共同体（SADC）再生可能なエネルギー・エネルギー効率センタ

ー（SACREEE）が地域協力の推進拠点となっている。南アフリカでは、石炭火力がエネ

ルギー供給の 73%を占める中核となっており、(73%)、次いでガス（6%）、それ以外は風

力（6%）、太陽光（5%）、原子力（4%）、その他となっている 25。風力は陸上での風力発

電の増設の可能性が検討されている一方、洋上風力発電を将来的に検討すべきとの提案が

なされている 26。ナミビアでは、水力発電が国内の発電量の 52.6%を支え、次いで、太陽

光（25.8%）、石炭（18.2%）、ディーゼル（3.4%）となっている 27。一方で、国内消費電

力の 60％を南アフリカからの輸入に頼っているという現状もある。ナミビアは、2030 年

までに再生可能なエネルギーで国内電力の 70%を賄う目標を打ち立てている。ナミビアは

風力および太陽光による発電可能性が高く、このため、こうした自然エネルギーを利用し、

アンモニアや水素を生成し、エネルギー源として輸出するプロジェクトが始動しており、

ドイツのエネルギー会社やナミビアのアンモニアや水素の購入契約を締結している 28, 29。

ナミビア政府は自然エネルギーを活用して生成されるアンモニアや水素燃料の世界的な供

給源としての立ち位置を強化する方針を打ち出している。同趣の政策を打ち出す国々が増

える中で、再生可能なエネルギー源の供給拠点としての競争力をどの様に確保できるかが



問われている 30。モザンビークについては、水力、太陽光、風力による再生可能なエネル

ギーの割合を 2030 年までに 44%までに引き上げるとの目標が掲げられている。アンゴラ

については、水力発電が電力の 58.7%を支えており、それを補完する再生可能なエネルギ

ーとして太陽光と風力による発電施設の増設を目指している。内陸・陸上での水力、風力、

太陽光などが再生可能なエネルギー源としての利用が進められており、南アフリカで洋上

風力が提案されている以外では、海洋を基盤とした再生可能なエネルギーの具体的な検討

は見られない。ただ、ナミビアが自然エネルギーを利用した水素やアンモニアといった代

替エネルギー源の国際的拠点としてインフラ整備が進められており、港湾や海運の事業の

変革が進んでいくことが見込まれ、その展開を注視していく必要がある。 
 
３－５ 南部アフリカの海運業 

 海運業については、南アフリカのダーバンやポートエリザベスなどが国際的に重要な港

湾として機能を果たしてきていることや再生可能なエネルギーを推進する動きが進められ

ていることは既述した。特にナミビアは自然エネルギーを利用して生成される水素やアン

モニアの国際供給拠点としての整備を進めていることも既述している。ここでは、更に、

南部アフリカの港湾において進められるアンモニアや水素燃料供給のためのインフラ整備

の動きについて補足する。 
 2030 年までに南アフリカのケープタウンから北西 100km にあるサルダニャ(Saldanha)
港では、風力や太陽光により生成された水素燃料の供給を 2035 年までに 12 万トン生産す

る目標実現に向け、世界銀行の資金的協力を受けプロジェクトを実施していく方向性が確

認されている 31。ナミビアでは、ナミビア南部沿岸にあるトサウ・ケーブ国立公園の沿岸

部に 94 億ドルの投資により自然資源エネルギーを利用して年間 30 万トンの水素燃料を生

産、海外輸出を行う計画を立ち上げ、また、2023 年には同地域のリューデッリッツ港で

2027 年までに年間 70 万トンの自然エネルギーのアンモニアの生成および輸出を行う計画

を発表している 32, 33。太陽光や風力などの自然エネルギーを利用した水素やアンモニアの

生産および輸出を行うために、都市部の港湾ではなく、地方の港湾を拠点とすべく整備が

進められている。日本の金融機関の参画が予定されており、日本政府もナミビアにおける

鉱物資源採掘や水素やアンモニアの利用に関する覚書を 2023 年 8 月に締結しており、日

本やその他の関係国との連携の進捗について注視していく必要がある。南アフリカやナミ

ビアの港湾が水素やアンモニアの供給拠点としてどのように体制整備が進められていくの

か、地勢的な利点や課題等も含めて検討していく必要がある。 
 
３－５ 南部アフリカの海洋分野の研究・人材育成 

 南アフリカでは、2014 年にネルソン・マンデラ大学に「南アフリカ国際海事研究所

（SAIMI）」が設立され、既述のファキサ事業海洋経済の実現に向けた研究や人材育成が

進められている。南アフリカの海域だけではなく、西インド洋の海洋研究など地域的・広



域的な海洋研究や南アフリカだけではなく、近隣国から学生の受け入れを行っている。ケ

ープタウン大学などでも海洋研究が行われてきており、国内の大学および海外の大学や研

究機関等との連携の発展していくことが期待されている。ナミビアでは、ナミビア大学が

首都のウィンドフックを含め 12のキャンパスを国内に有しており、沿岸都市ヘンティスベ

イに隣接する地域には、サム・ヌジョマ キャンパスに、海洋沿岸資源研究センターがあり、

海洋研究が進めている 34。海水を利用した陸上での魚介類の養殖の実験や海水淡水化の可

能性などが研究されている。この他にもナミビア科学技術大学が水素やアンモニア燃料生

成に関する研究を実施していたり、ウィンドフックにある国際経営大学が企業家や民間企

業の事業を推進する人材育成を行っているが、ブルー・エコノミー推進に向けたリーダー

シップ育成に参画したいとの意向を示している。ナミビアに所在する大学の強みを活かし、

ブルー・エコノミー推進に向けた研究、人材・リーダーシップ育成を推進していく体制強

化が期待されている。モザンビークでは、首都マプートにある海洋学研究所およびモザン

ビーク中東部にあるケリマネに所在するエドゥアルド・モンドレイン大学海洋・沿岸学部

で海洋に関する研究、教育、人材育成を行っている 35。アンゴラでは、ナミベ大学やアン

ゴラ漁業・海洋科学学術院が海洋に関連する研究や教育を行い、国際連携を推進している

36。研究設備や研究員を含めた体制で比較すると、南アフリカやナミビアは整備が進んで

いる一方で、モンザンビークの研究機関・大学の体制は小規模で設備更新等が立ち遅れて

いる。 
 
４．南部アフリカにおけるブルー・エコノミー推進に向けた課題と展望 

南部アフリカ 4 か国において、ブルー・エコノミーは重要な政策として位置付けられて

いるものの、政策の位置づけや実施体制、資金供与については各国別で差異があり、また、

政策実施の進捗の評価ならびに進捗を踏まえた政策の更新といった課題がある。政策実施

成果の評価を行う一方、政策更新に向け、研究や政策分析を行い、そうした結果を踏まえ、

政策の将来的な転換を模索していく必要がある。 
南アフリカにおいても、西インド洋で海水温上昇および湧昇等が理由として推察されて

いるが、海水温が低下している海域があり、その要因や対策については研究が必要となっ

ている。また、コロナ禍、国際的な地政学的変化、燃料費の高騰を含めた国際経済の状況

などにより、ブルー・エコノミーに影響を受けており、複合的・学際的な分析を行う必要

がある。 
漁業についても漁獲量の減少要因や漁獲量が増加している場合の経済効果についても分

析が必要である。南部アフリカ 4 か国で、直近 5 年の漁獲量はモンザンビークのみが増加

させているが、ケリマネの市場では、販売される魚類は少なく、大きさも小型化しており、

良質な魚類は輸出に回され、国内市場への水産物供給は減少しているとの指摘がある。モ

ザンビーク内陸部に建設されたカオラ・バッサ ダムが沿岸域での河川への淡水供給量を減

少させ、結果的に海水の内陸への流入が汽水域の塩分濃度を高め、生息生物の減少要因に



なっているとの指摘もある 37, 38。こうした複合的な陸域の変化と沿岸・海洋の変化および

その影響や因果関係については、モンザンビークの研究者は十分な検証ができておらず、

自然環境の変化と対策を検討していく上で海外の団体との連携に期待が示された。 
海洋保護区についても、保護区の面積や割合が低位に留まっているという課題だけでは

なく、その実効性の検証や、保護により得られる実益や便益共有が実現できているのかと

いった課題についても検討が必要である。違法漁業や密漁の背景や代替する生計実現のた

めの方途を検討していくことも重要である。更に、2022 年 12 月に世界生物多様性枠組み

で海域の 30%を保護するとの目標が設定され、2023年 3月に採択された国家管轄権外区域

の海洋生物多様性に関する新協定が採択されたことなどにより、国内さらには公海におけ

る保護区や海洋管理体制の整備が期待されていることから、南部アフリカ諸国の国内の取

組だけではなく、関係国間の多数国間連携の意義も高い。そうした多国間連携のための情

報や研究成果の共有や政策対話の推進も意義があると考えらえる。 
観光がブルー・エコノミーにどのように寄与しているのか、そのための推進力となる要

素をどのように創出していくのかといったといった点も検討する必要がある。海洋保全が

観光客誘致に繋がるという相乗効果を生み出していくための諸条件を整理し、それらの実

現のための方途を検討することが必要と考える。 
再生可能なエネルギー、特に、水素やアンモニアの海運への応用や海外輸出の動きにつ

いても南部アフリカ諸国の動向やその他の地域の主要国の動向なども含めて取組の進展を

注視しつつ、生産から消費を含めた再生可能なエネルギーのライフサイクル評価を実施し、

それらが世界規模の持続可能性にどのように貢献し、関係国の経済振興や人々の生計改善

にどのように繋がるのかといった点を検討しなければならない。 
研究や教育、人材・リーダー育成については、各国別に実施する有用性に加え、南部ア

フリカを広域的に捉え、SADC 小地域の主要国を対象としたプログラムの実施などは有用

視できる。学際的なカリキュラムの構築やスタートアップ支援などの要素も含めることが

南アフリカ、ナミビアの大学関係者からも提案されており、そうした分野で学際的研究と

分野横断型の産官学民連携などの実績のある研究機関等が連携することが有意義であると

考えられている。 
 

６．結び 

 人口増大や経済発展に伴う資源利用の拡大が見込まれるアフリカにおいて、海洋資源の

保全と持続可能な利用を進めることは重要な政策課題である。アフリカが直面する変化す

る諸条件や情勢を把握しつつ、政策分析や研究成果を共有しながら、持続可能なブルー・

エコノミーの推進に向けた制度構築や社会的能力強化を目指していくことが肝要である。 
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